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令和４年度 地域密着型金融推進計画 

 

令和４年１０月 

 

 

１．基本方針 

当組合は、地域密着型金融の推進を恒久的な取組みとして捉え、令和４年度は第七次中

期経営計画（令和４年４月～令和７年 3 月）を実践するために、実践課題として『お客様

との絆の強化』を掲げ積極的に、お客様への経営支援・事業再生支援、地域経済活性化へ

の貢献、情報発信などを実践していきます。 

２．具体的な取組み項目 

（１）お客様へのコンサルティング機能の発揮 

（２）地域の面的再生への積極的な参画 

（３）地域やお客様に対する積極的な情報発信 

（４）新型コロナウイルス感染症拡大に伴う積極的な対応 

３．計画の取組み状況の公表 

ホームページにて地域密着型金融推進計画の取組み状況の公表をいたします。 
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具体的な取組み計画（令和４年４月～令和４年９月） 

項 目 具 体 的 取 組 策 取 組 み 状 況 

１．お客様へのコンサルティング機能の発揮 

 創業・新事業支援 ◆外部機関との連携による創業支援 

 

◆公的機関による施策の活用支援 

（助成金・補助金制度を活用した支援等） 

 

◆創業・新規事業先の発掘による積極的な融資 

・当組合提携の中小企業診断士により、事業再構

築補助金・持続化補助金・ものづくり補助金等、

各種補助金の支援、相談を行いました。 

・創業、新規事業先 15 先に対し 63 百万円の融資

を取組みしました。 

・日本政策金融公庫との協調で 5 先 23 百万円の融

資を実行しました。 

 成長支援 ◆日銀貸出支援基金制度活用による成長分野

への融資推進 

◆地域連携協定等活用による販路拡大、ビジネ

スマッチングの促進 

・成長分野への融資実績は、1 件 5 百万円でした。 

・地域連携協定等の活用はありませんでした。 

 経営改善支援、 

事業再生支援 

◆経営支援先の分類・分析に基づくコンサルテ

ィング機能の発揮 

◆経営革新等支援機関との連携強化 

◆中小企業活性化協議会等の外部機関との連

携 

◆コンサルタント機能、態勢の強化やビジネス

マッチング等で自らの情報機能やネットワ

ーク（商工会議所等）を活用した支援 

・事業性評価等による課題把握、お役立ちの推進

を図りましたが、よろず支援拠点の活用はあり

ませんでした。 

・あいち産業振興機構専門家派遣はありませんで

した。 

・中小企業再生支援協議会等の外部機関との連携

はありませんでした。 

・新型コロナウイルス対策で、資金繰り及び補助

金等制度の相談、支援を行いました。 

 

 事業承継支援 ◆外部機関、経営コンサルタント、税理士等と

の連携による質の高い事業継承サービスの

提供 

・中小企業診断士と連携し、相談を行いました。 

・事業承継支援等の為、連携している専門コンサ

ル会社を７社が活用しました。 

２．地域の面的再生への積極的な参画 

 地域活性化と顧客満

足度の向上に資する

サービスの提供 

◆平日年金相談会、平日法律相談会、休日年

金・個人ローン相談会の開催 

◆職域提携サポートによる関係強化 

◆外部機関との連携強化 

・平日年金相談会 11 回、平日法律相談会 2 回、休

日年金、ローン相談会を 5 回開催しました。 

・職域サポート契約先は、442 先でした。 

 地域社会への貢献 ◆あやめ会の機能を活用し、地元企業の経営幹

部や若手経営者を中心に勉強会を開催 

◆地域・社会貢献活動への積極的な取組み 

・新型コロナウイルス感染症の影響を受け、あや

め会の活動、勉強会等は開催しませんでした。 

・5 月碧南市と蒲郡市において行われた清掃活動に

役職員 137 名が参加しました。 

・9 月しんくみの日週間に献血を行いました。 

・9 月しんくみピーターパンカードの寄付金を碧南

市の心身障害者福祉センターの運営支援を目的

に寄付しました。 

・9 月「けんしん杯少年サッカー大会」を開催しま

した。 

・9 月蒲郡市「秋のクリーンキャンペーン」に役職

員 17 名が参加しました。 

ＳＤＧｓ宣言 ◆地域経済発展の為の取組み 

◆地域貢献活動の取組み 

◆人材育成の為の取組み 

◆環境保全への取組み 

・6 月「認知症バリアフリー宣言」を行いました。 

・9 月「世界アルツハイマーデー」の普及イベント

に参加しました。 

 

３．地域やお客さまに対する積極的な情報発信 

 地域密着型金融の取

組み状況等に関する

情報開示 

◆ホームページ、ディスクロージャー誌等にお

ける社会貢献活動や地域密着型金融推進の

取組み等の情報発信 

・7月に「KENSHIN DISCLOSURE 2022」を発刊しま

した。また随時ホームページに当組合の取組等

の情報発信を行いました。 

 地域やお客さまへの

情報提供 

◆地域の若手経営者へのセミナー開催支援 

 

◆地域を担う若い世代への金融教育・インター

ンシップ研修の受入れ 

・新型コロナウイルス感染症の影響を受け、「けん

しん未来塾」の開催は見送りました。 

・インターンシップ研修は、新型コロナ感染リス

ク等を考慮し、開催中止としました。 

４．新型コロナウイルス感染症拡大に伴う積極的な対応 

  ◆新型コロナウイルス感染症拡大に伴う支援

および相談 

・休日相談会を 5 回開催しました。 

・新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業

者向け貸出を 54件 444 百万円取組みしました。 

  ◆新型コロナウイルス対策として行われる地

域振興に関する取組み 

・「いってみりん！安城ツアー号外」を発刊しまし

た。 

 


